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下田市下水道事業会計決算審査意見  

 

第１　審査の対象 

令和４年度下田市下水道事業会計決算 

 

第２　審査の期間 

令和５年６月２日から令和５年６月15日まで 

 

第３　審査の方法 

下田市長から審査に付された決算書類及び附属書類が関係法令に準拠して作成

されているか、事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているかを検証するた

め、会計帳票、証書等との照合等を行ったほか、関係職員から説明を聴取し審査し

た。現金預金については、出納総括日計表により確認した。 

また、事業運営について、経済性の発揮及び公共性の確保を主眼として考察した。 

 

第４　審査の結果 

　審査に付された決算書類及び附属書類は、いずれも関係法令に準拠して作成され、

その計数及び会計記録は正確であり、かつ、経営成績及び財政状態を適正に表示し

ているものと認められた。 

　以下、経営成績及び財政状態等についての概要と所見を記述する。 

　 

 

 

(注) 

１　文中の率については、原則として小数点以下第２位を「四捨五入」とし、構成比率におい

ては合計が100となるよう一部調整してある。また、収入率及び執行率は例外的に99.95％以

上100.00％未満の場合は99.9％、100.00％を超え100.05％未満の場合は100.1％としてある。なお、△印

については「マイナス」の表示である。 

２　各表中の率で「0.0」と表示しているものは、当該数値はあるが表示単位未満のものである。
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１　業務の執行状況 

(1)  業務量の推移 

１表　業務の執行状況 

 

　※行政区域内人口及び処理区域人口は、各年度とも３月 31 日現在。 

図１ 

 

ア　処理区域内普及率は、前年度に比べ0.1ポイント増の47.9％となった。 

イ　処理区域面積は、前年度から増減なく、事業計画面積に対する整備率

は90.6％となった。 

 

 

単位 増減 増減率

行政区域内人口 A 人 19,963 20,287 △ 324 △ 1.6 

全体計 画人 口 人 11,100 11,100 0 0 

処理区 域人 口 B 人 9,559 9,702 △ 143 △ 1.5 

処理区域内普及率 B/A ％ 47.9 47.8 0.1 0.2 

行政区 域面 積 ha 10,438 10,438 0 0 

全体計 画面 積 C ha 439.2 439.2 0 0 

事業計 画面 積 D ha 319.3 319.3 0 0 

処理区 域面 積 E ha 289.4 289.4 0 0 

全体計画面積に対

す る 整 備 率
E/C ％ 65.9 65.9 0 0 

事業計画面積に対

す る 整 備 率
E/D ％ 90.6 90.6 0 0 

前年度比較
区 分 令和４年度 令和３年度

0.0 
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処理区域面積

事業計画面積

に対する整備率
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２表  処理水量と有収水量の状況  
　 

　 

※有収率･････処理した汚水のうち、使用料徴収の対象となる有収水の割合で、高いほ　　

　　　　　ど不明水が少なく効率的である。 
 

　　年間総処理水量は前年度に比べ0.6％増加し、年間有収水量について

は7,620㎥減少、有収率は1.1ポイント減少し75.9％となった。 
 

（2）工事 

　 ３表  令和４年度資産取得表（税込）　　　　　　　（単位：円） 

 

ア　管渠整備事業 

武ガ浜地区、中地区、下田処理区等において下水道管渠築造工事、須

崎地区下水道管渠更新工事やマンホール蓋取替工事等４件の工事

費3,656万1,800円に委託費、事務費を加えた合計4,806万6,143円を支出

した。 

イ　処理場改良事業 

下田浄化センター機械設備更新工事等４件の工事費１億4,509

万6,000円に委託料、事務費を加えた合計１億8,105万4,009円を支出し

た。 

ウ　固定資産購入 

不明水対策用物品として、管口カメラ１台を28万6,000円で購入した。 

 

（3）保存工事 

下田地区ハンドホール移設工事を100万1,000円で実施した。 

 

単位 増減 増減率

年間 総 処理 水 量 A ㎥ 1,243,254 1,235,385 7,869 0.6

1日最大処理水量 ㎥ 9,267 10,829 △ 1,562 △ 14.4

1日平均処理水量 ㎥ 3,406 3,385 21 0.6

年 間 有 収 水 量 B ㎥ 943,349 950,969 △ 7,620 △ 0.8

１日平均有収水量 ㎥ 2,585 2,605 △ 20 △ 0.8

有 収 率 B/A ％ 75.9 77.0 △ 1.1 △ 1.4

前年度比較
区 分 令和４年度 令和３年度

工事費等 事務費 合計

管 渠 整 備 事 業 費 38,515,400 9,550,743 48,066,143 

処理場改 良事業 費 174,070,600 6,983,409 181,054,009 

固 定 資 産 購 入 費 286,000 0 286,000 

212,872,000 16,534,152 229,406,152 

取得別

合　　計
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２　予算の執行状況 

 

(1)  収益的収支の状況 

ア　収益的収入 

４表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円、％・税込） 

 

　　営業収益は１億4,093万7,765円で手数料１万円を除く１億4,092万7,765円

が下水道使用料である。 

営業外収益は他会計負担金５億1,336万9,000円を含む７億5,231万2,724

円で、下水道事業収益は８億9,325万489円となった。 

 

イ　収益的支出 

５表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円、％・税込） 

 

 

営業費用は処理場費１億9,076万2,136円、減価償却費４億4,011万9,303円

等６億7,526万8,071円、営業外費用は支払利息及び企業債取扱諸費4,716

万433円等4,719万5,084円で、下水道事業費用は７億2,254万9,418円となった。 

 

収入率 増減額 増減率

899,365,000 893,250,489 99.3 886,437,888 6,812,601 0.8

150,421,000 140,937,765 93.7 139,131,258 1,806,507 1.3

748,942,000 752,312,724 100.5 747,306,630 5,006,094 0.7

2,000 0 0 0 0 -

前年度比較

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

科　　目 予　算　額 決 算 額
前年度
決算額

執行率 増減額 増減率

758,460,000 722,549,418 95.3 670,506,950 52,042,468 7.8

702,245,000 675,268,071 96.2 613,844,393 61,423,678 10.0

47,661,000 47,195,084 99.0 56,662,557 △ 9,467,473 △ 16.7

88,000 86,263 98.0 0 86,263 皆増

8,466,000 0 0 0 0 － 

前年度比較

下水道事業費用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

科　　目 予 算 額 決 算 額
前年度
決算額
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（2） 資本的収支の状況 

ア　資本的収入 

６表　　　　　　　　　　　　　　　     　　　（単位：円、％・税込） 

   
改良工事に係る企業債9,800万円、国庫補助金9,390万円等で資本的収入は

２億3,992万9,030円となった。 
 

イ　資本的支出 

７表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円、％・税込） 

   

管渠整備事業費、処理場改良事業費等の建設改良費は、２億2,940万6,152

円、企業債償還金は４億4,385万8,829円で、資本的支出は６億7,326万4,981

円となった。 
 

８表　企業債借入の状況　　　　　　　　　　　　　　　  　 （単位：円） 

 
　 

９表　借入先別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　（単位：円） 

 

　 

収入率 増減額 増減率

193,823,000 239,929,030 123.8 404,346,760 △ 164,417,730 △ 40.7

企 業 債 94,201,000 98,000,000 104.0 253,400,000 △ 155,400,000 △ 61.3

他会 計か らの 出資 金 45,631,000 45,631,000 100.0 51,671,000 △ 6,040,000 △ 11.7

国 庫 補 助 金 52,900,000 93,900,000 177.5 96,400,000 △ 2,500,000 △ 2.6

受 益 者 負 担 金 1,090,000 2,398,030 220.0 2,875,760 △ 477,730 △ 16.6

固定資産売却代金 1,000 0 0 0 0 －

前年度比較

資 本 的 収 入

科　　　　目 予 算 額 決 算 額
前年度
決算額

執行率 増減額 増減率

680,389,000 673,264,981 99.0 832,836,708 △ 159,571,727 △ 19.2

236,529,000 229,406,152 97.0 366,178,038 △ 136,771,886 △ 37.4

443,860,000 443,858,829 99.9 466,658,670 △ 22,799,841 △ 4.9

前年度比較

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

企業債 償還 金

科　　目 予 算 額 決 算 額
前年度
決算額

借入高 償還高

企業債 4,725,040,476 98,000,000 443,858,829 4,379,181,647 

当年度中増減
借入金 前年度末残高 当年度末残高

前年度末残高 当年度借入額 当年度償還額 当年度末残高 備考

882,935,735 0 150,337,698 732,598,037

財 政 融 資 資 金 214,729,148 0 68,621,125 146,108,023 年度末現在11件

簡 易 生 命 保 険 資 金 668,206,587 0 81,716,573 586,490,014 年度末現在15件

1,201,336,563 81,000,000 66,164,955 1,216,171,608 年度末現在56件

505,380,000 0 45,024,000 460,356,000 年度末現在 ５件

2,135,388,178 17,000,000 182,332,176 1,970,056,002 年度末現在33件

4,725,040,476 98,000,000 443,858,829 4,379,181,647

借 入 先

政 府 資 金

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

市 中 銀 行

そ の 他 の 金 融 機 関

計
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10表　事業別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　     　　（単位：円） 

 

 

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額４億3,333万5,951円は、 

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額1,073万4,275円、当年度分

損益勘定留保資金２億2,139万8,698円、減債積立金取崩額１億4,273万4,308

円及び利益剰余金処分額5,846万8,670円で補填された。 

 

(3)  その他の予算執行状況   

ア　企業債は繰越4,000万円を含む借入額が9,800万円で、予算額9,420万円

以内で執行された。（第６条） 

イ　予算で定めた一時借入金限度額は４億円で、執行はなかった。（第７条） 

ウ　議会の議決を経なければ流用することのできない経費は、予算額が職員

給与費2,917万3,000円で流用はなかった。（第９条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前年度末残高 当年度借入額 当年度償還額 当年度末残高 備考

2,016,284,569 81,000,000 181,487,416 1,915,797,153 年度末現在71件

17,733,629 0 17,733,629 0 年度末現在 0件

16,835,707 0 16,835,707 0 年度末現在 0件

918,393 0 445,901 472,492 年度末現在 1件

356,611,192 17,000,000 27,245,528 346,365,664 年度末現在17件

2,264,517,986 0 196,949,648 2,067,568,338 年度末現在18件

19,639,000 0 3,161,000 16,478,000 年度末現在 3件

32,500,000 0 0 32,500,000 年度末現在 2件

4,725,040,476 98,000,000 443,858,829 4,379,181,647

事 業 名

一 般 分

特 別 分

臨 時 財 政 特 例 債

受 益 者 負 担 金 等
資 金 不 足 分

特 別 措 置 分

資 本 費 平 準 化 債

公 営 企 業 会 計 適 用 債

過 疎 対 策 事 業 債

計
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３　経営状況 

(1)損益計算書 

11表　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　       （単位：円・税抜） 

 

　

　　 

①収益  

ア　営業収益は、１億2,812万5,241円で、前年度に比べ、164万461円、 

1.3％の増となった。営業収益の99.9％を占める下水道使用料が165

万1,370円増加したことが、主な要因である。 

イ　営業外収益は、７億3,489万3,862円で、前年度に比べ、1,207万6,847

円、1.7％の増となった。他会計負担金が増加したことが主な要因である。 

 

②費用 

ア　営業費用は、６億5,577万2,911円で、前年度に比べ、5,669万6,626円、 

9.5％の増となった。前年度に比べ、事業活動全般に関する経費である総

係費が1,515万77円（87.9％）増加したことが、主な要因である。 

イ 営業外費用は、4,719万3,133円で、前年度に比べ、947万3,714円、16.7％

の減となり、企業債利息が減少したことが主な要因である。 

ウ　費用を性質別にみると、主なものは減価償却費４億4,011万9,303円（構

成比62.6％）委託料１億8,445万1,194円（同26.2％）、支払利息4,716万433

円（同6.7％）となった。 

金　額 比較増減 金　額 比較増減 金　額 比較増減

Ｒ1 908,329,738 － 742,869,595 － 165,460,143 －

Ｒ2 886,244,070 △ 22,085,668 698,636,277 △ 44,233,318 187,607,793 22,147,650

Ｒ3 849,301,795 △ 36,942,275 655,743,132 △ 42,893,145 193,558,663 5,950,870

Ｒ4 863,019,103 13,717,308 703,052,307 47,309,175 159,966,796 △ 33,591,867

収益(A) 費用(B) 純利益(A)-(B)
年度

0 
1 

2 
3 
4 

5 
6 
7 

（年度）

（億円）（億円）

R4R3R2R1R1

直近５か年の経営状況の推移

費用

収益

純利益

0 
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
10 

（年度）

（億円）（億円）

R4R3R2R1

直近４か年の経営状況の推移

費用

収益

純利益
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(2)使用料単価と汚水処理原価 

12表 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（税込） 

　　 

図２ 

　　　
　 

 

前年度と比べると、1㎥当たりの使用料単価が2.1％増の149円39銭、汚

水処理原価は34.5％増の246円48銭となり、差額は1㎥当たり60円10銭増加

し97円9銭となった。 

使用料単価 汚水処理原価 差 額

前年度対比 (A) (B) (C)=(A)-(B)

令和元年度 991,667  104.5 147円42銭 199円06銭 △51円64銭

令和２年度 950,496  92.7 147円95銭 173円13銭 △25円18銭

令和３年度 950,969  95.8 146円28銭 183円27銭 △36円99銭

令和４年度 943,349  99.2 149円39銭 246円48銭 △97円09銭

年 度
有収水量
（㎥）

＊この表は、手入力のこと。

00円00銭

70円00銭

140円00銭

210円00銭

供給単価

給水原価

R1 R2 R3 R4
0

1

2

3

給水収益

直近5か年の給水利益の推移

使用料単価 汚水処理原価 差 額

00円00銭

70円00銭

140円00銭

210円00銭

280円00銭

使用料単価

汚水処理原価

R1 R2 R3 R4

△120円00銭

△100円00銭

△80円00銭

△60円00銭

△40円00銭

△20円00銭

0

差額

直近4か年の推移

使用料単価 汚水処理原価 差 額
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４　財政状態 

(1) 貸借対照表 

13 表　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　（ 単位：円・税抜）

 

 

　図３ 

貸借対照表 

 

 

ア　資産は、109億7,579万9,667円で、固定資産が107億9,793万5,091円、流

動資産は１億7,786万4,576円である。 

イ　負債は、94億831万1,816円で、固定負債が39億9,128万7,297円、流動負

債が４億2,180万7,940円、繰延収益が49億9,521万6,579円である。 

ウ　資本は、15億6,748万7,851円で、資本金が７億7,313万2,045円、剰余金

は、７億9,435万5,806円である。 

 

増減額 増減率

資産 10,975,799,667 11,241,402,554 11,346,361,533 △ 265,602,887 △ 2.4

固定資産 10,797,935,091 11,030,976,935 11,135,737,089 △ 233,041,844 △ 2.1

流動資産 177,864,576 210,425,619 210,624,444 △ 32,561,043 △ 15.5

負債及び資本 10,975,799,667 11,241,402,554 11,346,361,533 △ 265,602,887 △ 2.4

負債 9,408,311,816 9,879,512,499 10,229,701,141 △ 471,200,683 △ 4.8

固定負債 3,991,287,297 4,281,181,647 4,471,640,476 △ 289,894,350 △ 6.8

流動負債 421,807,940 469,273,280 494,898,467 △ 47,465,340 △ 10.1

繰延収益 4,995,216,579 5,129,057,572 5,263,162,198 △ 133,840,993 △ 2.6

資本 1,567,487,851 1,361,890,055 1,116,660,392 205,597,796 15.1

資本金 773,132,045 536,615,903 382,614,451 236,516,142 44.1

剰余金 794,355,806 825,274,152 734,045,941 △ 30,918,346 △ 3.7

前年度比較
科　目 令和４年度 令和３年度 令和２年度

 負債

  固定負債

3,991,287,297円

流動負債  　421,807,940円
10,797,935,091円

繰延収益　4,995,216,579円

 資本

資本金    773,132,045円

流動資産　  177,864,576円 　 剰余金　  794,355,806円

 資産

　固定資産
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５　むすび 

業務実績では、令和４年度末処理区域面積が前年度と同じ289.4haとなり、

事業計画面積に対する整備率は90.6％となった。汚水処理の状況は、年間総

処理水量が前年度に比べ0.6％増の124万3,254㎥で、年間有収水量が前年度に

比べ7,620㎥減の94万3,349㎥となり、有収率は1.1ポイント減の75.9％となっ

た。 

収益的収支では、事業収益が８億6,301万9,103円、事業費用が７億305

万2,307円で純利益が１億5,996万6,796円となった。 

経営状況を分析数値でみると、経費回収率は前年度に比べ19.2ポイント減

の60.1％となり厳しい状況ではあるが、経常収支比率は122.8％であった。 

今後も人口減少と少子高齢化、店舗等の減少、経営形態の多様化など下水

道事業を取り巻く環境は厳しい中、管渠整備、施設の老朽化に対応する工事

等の支出の増加が予想される。また、コロナ禍による経済の低迷は、回復の

兆しが見られるものの、ウクライナ情勢や円安の影響による燃料費及び電気

料の高騰等については、依然として不透明な状況が続いている。 

このような状況の中、今後においても接続率を強化するとともに経営の改善

を図り、健全で安定した下水道事業の運営を望むところである。 
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付表 
 
第１表　収益的収支の予算決算表　　　　　　　　　　　（単位：円・％、税込） 

 
 

（単位：円・％、税込） 

 
 

構成率 収入率 増減額 増減率

899,365,000 893,250,489 100.0 99.3 886,437,888 6,812,601 0.8

150,421,000 140,937,765 15.8 93.7 139,131,258 1,806,507 1.3

下水道使用料 150,410,000 140,927,765 15.8 93.7 139,111,258 1,816,507 1.3

受託事業収益 1,000 0 0  0  0 0 -　

その他営業収益 10,000 10,000 0.0 100.0 20,000 △ 10,000 △ 50.0

748,942,000 752,312,724 84.2 100.5 747,306,630 5,006,094 0.7

受取利息及び配当金 1,000 826 0.0 82.6 2,022 △ 1,196 △ 59.1

他会計負担金 513,369,000 513,369,000 57.5 100.0 498,329,000 15,040,000 3.0

長期前受金戻入 220,022,000 221,384,657 24.8 100.6 224,355,318 △ 2,970,661 △ 1.3

消費税及び地方消費税

還付金
15,500,000 17,418,434 2.8 112.4 24,491,662 △ 7,073,228 △ 28.9

雑収益 50,000 139,807 0.0 279.6 128,628 11,179 8.7

2,000 0 0  0  0 0 -　

固定資産売却益 1,000 0 0  0  0 0 -　

過年度損益修正益 1,000 0 0  0  0 0 -　

前年度比較

収益的収入

　営業収益

　営業外収益

　特別利益

科 目 予 算 額 決 算 額
前年度

決算額

構成率 執行率 増減額 増減率

758,460,000 722,549,418 96.8 95.3 670,506,950 52,042,468 7.8

702,245,000 675,268,071 90.3 96.2 613,844,393 61,423,678 10.0

管渠費 12,001,000 7,876,066 1.1 65.6 3,548,050 4,328,016 122.0

処理場費 207,403,000 190,762,136 22.8 92.0 152,824,226 37,937,910 24.8

受託事業費 1,000 0 0  0  0 0 -

総係費 38,914,000 33,846,514 4.7 87.0 17,884,268 15,962,246 89.3

減価償却費 441,261,000 440,119,303 60.9 99.7 434,467,684 5,651,619 1.3

資産減耗費 2,665,000 2,664,052 0.8 99.9 5,120,165 △ 2,456,113 △ 48.0

47,661,000 47,195,084 6.5 99.0 56,662,557 △ 9,467,473 △ 16.7

支払利息及び

企業債取扱諸費
47,261,000 47,160,433 6.5 99.8 56,633,528 △ 9,473,095 △ 16.7

雑支出 400,000 34,651 0.0 8.7 29,029 5,622 19.4

　特別損失 88,000 86,263 0  0  0 86,263 皆増

固定資産売却損 1,000 0 0  0  0 0 -　

過年度損益修正損 87,000 86,263 0  0  0 86,263 皆増

　予備費 8,466,000 0 0  0  0 0 -　

予備費 8,466,000 0 0  0  0 0 -　

前年度比較

収益的支出

　営業費用

　営業外費用

科 目 予 算 額 決 算 額
前年度

決算額
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第２表　資本的収支の予算決算表 

　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　（単位:円・％、税込） 

 

 
（単位:円・％、税込）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成率 収入率 増減額 増減率

193,823,000 239,929,030 100.0 123.8 404,346,760 △ 164,417,730 △ 40.7

94,201,000 98,000,000 62.7 104.0 253,400,000 △ 155,400,000 △ 61.3

45,631,000 45,631,000 19.0 100.0 51,671,000 △ 6,040,000 △ 11.7

52,900,000 93,900,000 39.1 177.5 96,400,000 △ 2,500,000 △ 2.6

1,090,000 2,398,030 1.0 220.0 2,875,760 △ 477,730 △ 16.6

1,000 0 0  0  0 0 -

前年度比較

資本的収入

　企業債

　他会計からの出資金

　国庫補助金

　受益者負担金

　固定資産売却代金

科 目 予 算 額 決 算 額
前年度

決算額

構成率 執行率 増減額 増減率

資本的支出 680,389,000 673,264,981 106.7 99.0 832,836,708 △ 159,571,727 △ 19.2

236,529,000 229,406,152 40.8 97.0 366,178,038 △ 136,771,886 △ 37.4

管渠整備事業費 53,791,000 48,066,143 7.1 89.4 85,777,909 △ 37,711,766 △ 44.0

処理場改良事業費 182,338,000 181,054,009 33.0 99.3 274,339,129 △ 93,285,120 △ 34.0

固定資産購入費 400,000 286,000 0.7 71.5 6,061,000 △ 5,775,000 △ 95.3

443,860,000 443,858,829 65.9 99.9 466,658,670 △ 22,799,841 △ 4.9

前年度比較

　建設改良費

　企業債償還金

科 目 予 算 額 決 算 額
前年度

決算額
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第３表　比較損益計算書　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:円、税抜） 

 

増減額 増減率

１ 128,125,241 126,484,780 1,640,461 1.3

(1) 128,116,150 126,464,780 1,651,370 1.3

(2) 0 0 0 　－　

(3) 9,091 20,000 △ 10,909 △ 54.5

２ 655,772,911 599,076,285 56,696,626 9.5

(1) 7,160,060 3,225,500 3,934,560 122.0

(2) 173,434,687 139,018,204 34,416,483 24.8

(3) 0 0 0 　－　

(4) 32,394,809 17,244,732 15,150,077 87.9

(5) 440,119,303 434,467,684 5,651,619 1.3

(6) 2,664,052 5,120,165 △ 2,456,113 △ 48.0

△ 527,647,670 △ 472,591,505 △ 55,056,165 △ 11.6

３ 734,893,862 722,817,015 12,076,847 1.7

(1) 826 2,022 △ 1,196 △ 59.1

(2) 513,369,000 498,329,000 15,040,000 3.0

(3) 221,384,657 224,355,318 △ 2,970,661 △ 1.3

(4) 0 0 0 　－　

(5) 139,379 130,675 8,704 6.7

４ 47,193,133 56,666,847 △ 9,473,714 △ 16.7

(1) 47,160,433 56,633,528 △ 9,473,095 △ 16.7

(2) 32,700 33,319 △ 619 △ 1.9

687,700,729 666,150,168 21,550,561 3.2

160,053,059 193,558,663 △ 33,505,604 △ 17.3

５ 0 0 0 　－　

(1) 0 0 0 　－　

(2) 0 0 0 　－　

６ 86,263 0 86,263 皆増

(1) 86,263 0 86,263 皆増

(2) 0 0 0 　－　

△ 86,263 0 △ 86,263 皆増

863,019,103 849,301,795 13,717,308 1.6

703,052,307 655,743,132 47,309,175 7.2

159,966,796 193,558,663 △ 33,591,867 △ 17.4

0 0 0 　－　

142,734,308 140,060,787 2,673,521 1.9

302,701,104 333,619,450 △ 30,918,346 △ 9.3

前年度比較

営業収益

下水道使用料

受託事業収益

その他営業収益

営業費用

管渠費

処理場費

受託工事費

総係費

減価償却費

資産減耗費

　営　業　利　益

営業外収益

受取利息及び配当金

他会計負担金

長期前受金戻入

消費税及び地方消費税還付金

雑収益

営業外費用

支払利息企業債

雑支出

　営　業　外　利　益

　経　常　利　益

特別利益

固定資産売却益

過年度損益修正益

特別損失

過年度損益修正損

その他特別損失

　特　別　利　益

　総　収　益

　総　費　用

　当　年　度　純　利　益

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

科　　　　目 令和４年度 令和３年度
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第４表　比較貸借対照表　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位 :円、税抜） 

 
 

増減額 増減率

10,975,799,667 11,241,402,554 △ 265,602,887 △ 2.4

１ 10,797,935,091 11,030,976,935 △ 233,041,844 △ 2.1

(1) 10,796,887,216 11,029,929,060 △ 233,041,844 △ 2.1

イ 土地 818,967,650 818,967,650 0 0

ロ 建物 69,614,911 72,407,857 △ 2,792,946 △ 3.9

ハ 構築物 8,483,565,318 8,785,507,871 △ 301,942,553 △ 3.4

ニ 機械及び装置 1,313,535,282 1,266,608,011 46,927,271 3.7

ホ 車両及び運搬具 102,704 102,704 0 0

ヘ 工具器具及び備品 9,994,119 11,105,918 △ 1,111,799 △ 10.0

ト 建設仮勘定 101,107,232 75,229,049 25,878,183 34.4

(2) 1,047,875 1,047,875 0 0

イ 施設利用権 1,047,875 1,047,875 0 0

２ 177,864,576 210,425,619 △ 32,561,043 △ 15.5

(1) 現金預金 137,644,372 163,442,765 △ 25,798,393 △ 15.8

(2) 未収金 40,522,894 47,188,367 △ 6,665,473 △ 14.1

貸倒引当金 △ 310,000 △ 212,823 △ 97,177 45.7

(3) 前払費用 7,310 7,310 0 0

(4) 前払金 0 0 0 0

負 債 合 計 9,408,311,816 9,879,512,499 △ 471,200,683 △ 4.8

３ 固定負債 3,991,287,297 4,281,181,647 △ 289,894,350 △ 6.8

(1) 企業債 3,991,287,297 4,281,181,647 △ 289,894,350 △ 6.8

４ 流動負債 421,807,940 469,273,280 △ 47,465,340 △ 10.1

(1) 一時借入金 0 0 0 - 

(2) 企業債 387,894,350 443,858,829 △ 55,964,479 △ 12.6

(3) 未払金 30,219,590 21,889,451 8,330,139 38.1

(4) 引当金 1,994,000 1,825,000 169,000 9.3

(5) その他流動負債 1,700,000 1,700,000 0 0

前年度比較

資 産 合 計

固定資産

有形固定資産

無形固定資産

流動資産

科　　　目 令和４年度 令和３年度
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（単位:円） 

 

 

 

 

増減額 増減率

５ 繰延収益 4,995,216,579 5,129,057,572 △ 133,840,993 △ 2.6

(1) 長期前受金 5,922,888,545 5,837,327,687 85,560,858 1.5

イ 受贈財産評価額 136,891,194 136,891,194 0 0

ロ 国庫補助金 4,414,652,344 4,331,077,411 83,574,933 1.9

ハ 県費補助金 9,352,946 9,352,946 0 0

ニ 受益者負担金 299,897,590 297,717,562 2,180,028 0.7

ホ 他会計補助金 1,062,094,471 1,062,288,574 △ 194,103 0.0

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 927,671,966 △ 708,270,115 △ 219,401,851 31.0

イ 受贈財産評価額 △ 25,740,600 △ 19,305,450 △ 6,435,150 33.3

ロ 国庫補助金 △ 692,784,906 △ 529,759,409 △ 163,025,497 30.8

ハ 県費補助金 △ 1,598,787 △ 1,316,549 △ 282,238 21.4

ニ 受益者負担金 △ 36,277,250 △ 27,136,819 △ 9,140,431 33.7

ホ 他会計補助金 △ 171,270,423 △ 130,751,888 △ 40,518,535 31.0

資 本 合 計 1,567,487,851 1,361,890,055 205,597,796 15.1

６ 資本金 773,132,045 536,615,903 236,516,142 44.1

７ 剰余金 794,355,806 825,274,152 △ 30,918,346 △ 3.7

(1) 資本剰余金 491,654,702 491,654,702 0 0

イ 受贈財産評価額 77,554 77,554 0 0

ロ 国庫補助金 421,128,624 421,128,624 0 0

ハ 県費補助金 105,735 105,735 0 0

ニ 受益者負担金 0 0 0 - 

ホ 他会計補助金 70,342,789 70,342,789 0 0

(2) 利益剰余金 302,701,104 333,619,450 △ 30,918,346 △ 9.3

イ 減債積立金 0 0 0 - 

ロ 建設改良積立金 0 0 0 - 

ハ 当年度未処分利益剰余金 302,701,104 333,619,450 △ 30,918,346 △ 9.3

繰越利益剰余金 0 0 0 - 

当年度純利益 159,966,796 193,558,663 △ 33,591,867 △ 17.4

目的充当済未処分

利益剰余金
142,734,308 140,060,787 2,673,521 1.9

負 債 資 本 合 計 10,975,799,667 11,241,402,554 △ 265,602,887 △ 2.4

前年度比較
科　　　目 令和４年度 令和３年度
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第５表　経営分析表  

（１）事業の概要

算式及び値の説明 令和２年度 令和３年度 令和４年度

　処理区域内人口　

　行政区域内人口

行政区域内人口に占める処理区域人口の割合で、

事業の整備状況を示す。

　処理区域面積　

　全体計画面積

　処理区域内人口　

　処理区域面積

（２）施設の効率性

算式及び値の説明 令和２年度 令和３年度 令和４年度

　晴天時平均処理水量　

　処理能力（晴天時）　

　年間有収水量　　　

　年間汚水処理水量

処理した汚水のうち使用料徴収の対象となる有収

水の割合。高いほど不明水が少なく効率的。

　水洗便所設置済人口　

　処理区域内人口

処理区域内人口のうち、水洗便所を設置して

汚水を処理している人口の割合を示す。（接続率）

（３）経営の効率性

算式及び値の説明 令和２年度 令和３年度 令和４年度

　使用料収入　

　年間有収水量　

　汚水処理費　

　年間有収水量　

　使用料収入　

　汚水処理費　

汚水処理に要した費用に対する、使用料による

回収程度を示す。100％を下回る場合は、経費の

抑制と使用料の適正化を図る必要がある。

項目

項目

項目

事業別普及率（％） 47.9 47.8 47.9 

整備率（％） 65.7 65.9 65.9 

全体計画面積に占める処理区域面積の割合を示す。

処理区域内人口密度

（人/ha）
34.4 33.5 33.0 

処理区域面積１ha当たりの人口を示す。

施設利用率(％) 34.8 32.8 37.0 

施設がどの程度利用されているかを示す。

有収率(％) 75.7 77.0 75.9 

水洗化率(％) 71.8 73.2 74.6 

使用料単価(円/㎥) 134.5 133.0 135.8 

有収水量１㎥当たりの使用料収入を示す。

汚水処理原価(円/㎥) 158.4 167.7 225.8 

有収水量１㎥当たりの汚水処理費を示す。

経費回収率(％) 84.9 79.3 60.1 

×100

×100

×100

×100

×100

×100
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（４）財政状態の健全性

算式及び値の説明 令和２年度 令和３年度 令和４年度

 　総収益　

　 総費用　

総収益と総費用の比率を示す。100％未満である
と総収支が赤字であることを示す。

　営業収益　+　営業外収益　

　営業費用　+　営業外費用　

経常収益と経常費用の比率を示す。100％未満で

あると経常収支が赤字であることを示す。

　　　　資金不足額  　　　　

　営業収益　-　受託事業収益

地方財政法施行令第15条の規定による資金の不足

額と営業収益（受託工事収益を除く。）の比率を

示す。資金不足を生じていない場合は数値なし。

　支払利息　＋　企業債取扱諸費　

　企業債+長期借入金+一時借入金

有利子の負債及び借入資本金に対する支払利息
の割合で、外部利子の平均利率を示す。

　資本合計+繰延収益　

　　負債・資本合計

総資本に占める資本の割合で、財政状態の長期

的な安全性を見るためのもの。

　　　　　　固定資産　　　　　　

  固定負債＋資本合計＋繰延収益

事業の固定的・長期的安全性を見るためのもので、

固定資産がどの程度自己資本や長期借入金によっ

て調達されているかを示す。

項目

総収支比率(％) 126.9 129.5 122.8 

経常収支比率(％) 126.8 129.5 122.8 

資金不足比率(％) － － －

利子負担率(％) 1.3 1.2 1.1 

資本構成比率（％） 56.2 57.7 59.8 

固定資産対長期資本

比率(％)
102.6 102.4 102.3 

×100

×100

×100

×100

×100

×100


